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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【　経常収支比率（合計）　】
　類似団体内10位にあるが、市債の発行手数料の削減のために減債基金を活用した借換債の発行抑制を行っており、この影
響を除いた場合の経常収支比率は92.0％で、類似団体中6位と中位に位置している。
　生活保護費等の扶助費の増加により近年の比率は悪化傾向にあったが、18年度決算では人件費や公債費が減少したことか
ら比率がやや改善している。平成19年12月策定の「札幌市行財政改革プラン」に基づき、市債残高の削減や人件費の見直しを
継続し、財政構造の弾力性向上に努めていく。
【　人件費　】
　類似団体と比較して3番目に低い水準となっている。札幌市では、16年度までの5年間で総職員数の1,622人（9.3％）を削減し
たことに加え、市内民間企業の給与水準との均衡を維持するため、人事委員会勧告に基づく給与の改定を行っている。今後
は、総務省の新地方行革指針に基づき策定した「集中改革プラン」により、22年度までの5年間で更に850人（5.5％）の削減を
行う方針。
【　物件費・扶助費　】
　扶助費は、生活保護費、児童福祉費などの伸びにより類似団体平均を上回っているものの、物件費は、指定管理者制度の
本格導入による節減効果などにより減少しており、類似団体平均を下回る水準を維持している。物件費については前述「札幌
市行財政改革プラン」に基づき、引き続き経費節減に努めていく。
【　公債費　】
　過去からの起債抑制策により、18年度には類似団体平均を下回った。「札幌市行財政改革プラン」においては、『市債発行額
を元金償還額の範囲内』とすることとしており、今後とも将来世代に過度の負担を残さない財政運営を継続していく。
【　補助費等　】
　「補助費等」には、公営企業会計に対する繰出金が含まれており、厳しい経営状況が続く地下鉄等の公営企業に対する繰出
金が負担となっている。今後、税によりまかなうべき経費について、その負担あり方を検証するとともに、各公営企業会計におい
て経営健全化に向けた取組みを進めていく。
【　その他　】
　「その他」は維持補修費、繰出金などである。類似団体内15位と最も高い水準であるが、類似団体では行っていない除雪費
（維持補修費）が多額であることがその主因であることから、気候の特性上止むを得ない面がある。


